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して、産のニーズと学のアイデアを結合できる

こと。 

◯戦略テーマが、要素分解され最適解が導き出さ

れて、プラットホーム構築が促進されること。 

 

 

３．NEDO オープンイノベーション協議会の事例 

H27 年度 7 月から 9 月に実施されている NEDO オー

プンイノベーション・産学連携ワークショップに

おいて、以下に討議参加者（約 80 人）に提示した

実施要領を示す。 

 

〇１日目キックオフに続き、2日目はそれぞれの立

ち位置で「産学連携の課題バラシ・深堀・要因

分析」議論をファシリテートする。 

産：企業が大学に求めるもの、そして不満なと

ころ 

学：大学が企業に対して感じていること、そし 

て悩んでいること 

官：効果的な産学連携を推進するために双方に 

感じていること 

〇学のシーズプッシュ（技術提供型）と産のデマ

ンドプル（技術探索型）を相互にアプローチす

るに、研究・開発・事業化ステージ毎の固有・

共通の課題を抽出し、それらの要因を考察する。 

〇2日目の各グループ編成は、課題バラシの深堀 

と共通認識・意識合わせを目的として機能分野 

別に編成する。そして 2日目の討議成果は、3 

日目の混成グループ討議における課題に対する 

最適解や連携部門のあり方等の討議テーマに反 

映する。 

〇討議に臨む姿勢として、傍聴ではなくオープン

且つ積極的に討議に参加し、言い訳・他責では

なく、現場の悩み・課題を打明け、相互に学び

ながら分析・考察を繰返し、グループ毎に現状

把握する。 

〇2日目の全体討議終了後、3日目に向けたアンケ

ートを実施する。3日目はオープンイノベーショ

ンの現状を把握し、課題解決の方法論や具体事

例での知見・知恵の共有を目指して、グループ

討議を行い、以下のような課題に対処する最適

解が期待されている。 

・研究分野の最適なシーズ・ニーズマッチングと

その調整方法 

・研究成果の価値評価、そして権利化・収益化に

適した契約技術 

・事業化ステージでの販路戦略、ベネフィット・

リスク分配法  

 

４．先駆けとなる事業プロモータ（START） 

H24 年度文部科学省は、大学発ベンチャーの起業前

段階から政府資金と民間の事業化ノウハウ等を組

み合わせることにより、リスクは高いがポテンシ

ャルの高いシーズに関して、事業戦略・知財戦略

を構築し、市場や出口を見据えて事業化を目指す

「大学発新産業創出拠点プロジェクト」が新たに

開始した。そして大学・独立行政法人等の技術シ

ーズの事業化について、研究開発・事業育成を一

体的に推進するため、事業化ノウハウを持った機

関を「事業プロモーター」として選定し、事業プ

ロモーターが行う技術シーズの発掘やハンズオン

支援等の活動を事業プロモーターの有するネット

ワークやノウハウ等を活用して、3～5 年程度での

民間資金の誘引を目指している。例えば事業プロ

モータユニット（実施機関）として認定された DBJ

キャピタル（DBJC）の事業育成モデルの特徴は、

事業化支援ネットワークである。優良な知財・技

術を抽出するための技術評価ネットワーク、事業

をインキュベーションする事業化ネットワーク、

そして事業そのものをオペレーションするための

企業ネットワークと経営者ネットワークを構築し、

事業段階別に運用している点である。知財・技術

を事業化していくためにステージが異なれば、必

要な人材やノウハウは異なるが、段階に沿った事

業化支援人材を供給できるのが最大の強みとなっ

ている。 

 

◯技術・市場調査とプロジェクト組成 

どの研究分野でプロジェクトを組成し事業化で

きるのか、技術や市場の調査を行う。特定分野

の技術ロードマップに基づき、事業化の可能性

がある研究シーズについて、さらに詳しい技術

調査と市場調査を行い、研究者が所属する大学、

研究所と事業化支援の観点からプロジェクトチ

ームを組成する。この時点で、知財ライセンス

型事業にするのか、ベンチャー企業型事業にす

るのか等についても判断を行う。 

◯知財ライセンス型事業 

知財ライセンス型は、大学や研究所の知財を管

理する法人を設立し、知財のライセンシングや

売却を狙う事業である。知財ライセンス型の場

合、個別プロジェクトにおける知財管理法人は

すぐにも組成できるが、もっとも重要なのは、

性能を検証できる試作品などの提供と、売却先

を特定する市場調査である。 
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◯ベンチャー企業創出型事業 

ほとんどの場合、大学や研究所の知財をベース

としたベンチャー企業の組成を目指すことにな

る。但し、ベンチャー企業型の場合、経営者を

見つけてくる等、法人の形になるまでに時間が

必要となる為、選択された大学側でのプロジェ

クトには、POC を実現するための研究開発や、市

場調査を委ねている。そして経営者のリクルー

ティング活動などは、事業プロモーター側の支

援が重要である。 

 

５．プラットホーム戦略を担う事業プロデューサ 

地方創生のための事業化構想支援の中核的な人材

像となる事業プロデューサについて、関係省庁（文

科省・経産省・農水省）から高い関心が寄せられ

ている。その背景として我が国の有する高い科学

技術や豊かな地域資源を確実に事業化することが

喫緊の重要課題であること、潜在的なニーズと技

術、知財シーズ（要素技術、ノウハウ、コンテン

ツ、デザイン等を含む）を結び紡いで、魅力ある

ビジネスモデルの構築や技術マーケティング（商

業化・事業化等）を実践し、確実に成果を出すプ

ロ人材像（事業プロデューサ）が希少であること、

そして事業プロデューサが産学官金民連携プロジ

ェクト推進における成功の鍵（KSF）を握るイノベ

ーション人材であることなどの状況認識が高まっ

たことにある。  

 

上図が示す事業プロデューサの役割は、事業化構

想段階から事業開発推進段階まで幅広いミッショ

ン範囲であることが特徴となっている。大学にお

ける研究シーズ段階では、URA や TLO などのシーズ

支援人材が役割を担い、産学連携ステージでは、

地域連携コーディネータやマッチングプランナー

などマッチング支援人材が全国的に活躍している。

さらに事業プロモータ（START）を継承する事業プ

ロデューサ（事業化構想支援人材）に連係して、

イノベーション・フロントエンドにおける支援人

材連携ネットワークを形成し、組織横断的に産学

連携事業化パイプラインを構築することが肝要で

ある。ここで事業プロデューサに求められる組織

能力・人材要件を、以下に列挙してみると、 

 

○地域内企業や大学研究者との豊富な人的ネット 

ワークを保有し、産学官連携スペースでの経験

が豊富であること。 

○民間企業において、十分な製品開発・事業化経 

験があり、技術経営の実践者であること。 

○市場評価・分析による新規事業開発を構想し、 

グローバル販路が開拓できること。 

○技術・知財評価によりビジネスモデル開発がで 

きること。そしてリスク評価によるプロジェク

トマネジメントを統括実行できること。 

○国際的人脈を有し、広域連携的バリューチェー 

ンが構築できること。 

 

さらに以下の資質が求められる。  

・将来の社会システム像及びその実現に必要とな

る技術に関する先見性・洞察力 

・先端技術と異分野との融合による新たな付加価 

値創造に果敢に挑戦する積極性 

（専門分野の殻に閉じこもらないメンタリティ） 

・異分野融合・縦断横断調整能力に長け、 

イノベーションを喚起する機会が創出できる 

・研究開発シーズ有効性と将来市場潜在性を連結 

させ新事業ハンズオンと新産業創成ができる 

 

６．事業プロデューサ人材探索とアサイメント 

産学官金連携プロジェクトの成功の鍵（KSF）であ

る「事業プロデューサ（BP）」の Aクラス人材の探

索方法と人材アサインメントについて、以下の通

り考察した。 

 

○登録人材バンクについては、リクルート社をは

じめとするメジャーな人材紹介企業にて一般的

な探索が可能である。但し A クラス人材のマッ

チング精度は低いと思われ、人材バンク→人材

紹介のマス的なデータベースからＢＰ人材が探

索できるかどうか？ 可能性評価が必要である。    

○人材スカウト会社（零細→国内大手）とヘッド

ハンティング（外資系企業）にて、Aクラス人材

の探索の可能性があるかどうか？確認する必要

がある。但し、紹介料が高額（年収の３０％前

後）である為、何らかの特別措置・インセンテ

ィブが必要となってくると思われる。 

○人材スペックは、評価系（ゲート）人材と異な

り、産学連携・事業化（ステージ）の実践者（プ

ラクティショナ）であり、事業ドメイン毎に BP

人材要件を設定し、現在までの業績・アウトカ

ム（Track Record）を精査することが不可欠で

ある。評価系（ゲート）の人材像は、以下の通

りである。 

・技術評価系：学者・大企業 OB（研究開発部門等） 

・知財評価系：弁理士・知財管理識経験者 

・事業評価系：中小企業診断士・技術士等 
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